
人
事
異
動

皇
室
事
項

官
庁
報
告

短
答

式
試

験
論

文
式

試
験

期日
令
和
９
年
５
月
16日
（
日
）

令
和
９
年
８
月
７
日
（
土
）
か
ら
８
月
９
日（
月
）

ま
で

場所
北
海
道
、
宮
城
県
、
東
京
都
、
新
潟
県
、愛
知
県
、

大
阪
府
、
広
島
県
、
香
川
県
、
福
岡
県
及
び
沖
縄

県

東
京
都
、
大
阪
府
及
び
福
岡
県

受
験
願
書
の
受
付
期
間

令
和
９
年
２
月
４
日
（
木
）
か
ら
令
和
９
年
３
月
５
日
（
金
）
ま
で

合
格
発
表
令
和
９
年
６
月
23日
（
水
）（
予
定
）

令
和
９
年
10月
22日
（
金
）（
予
定
）

令和年月日 水曜日 第号官 報

特
別
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
及
び
二
千
二
十

七
年
国
際
園
芸
博
覧
会
政
府
委
員
の
設
置
に
関
す
る
臨

時
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案（
閣
法
第
三
号
）

地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員
及
び
長
の
選
挙
期
日
等

の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
一
六
号
）

地
方
公
務
員
災
害
補
償
法
及
び
地
方
公
務
員
等
共
済
組

合
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
五
号
）

議
案
受
領
（
予
備
審
査
）

十
月
三
十
日
衆
議
院
か
ら
次
の
議
案
が
送
付
さ
れ
た
。

国
会
議
員
の
秘
書
の
給
与
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
案
（
議
院
運
営
委
員
長
提
出
）（
衆
第
二

号
）

答
弁
書
受
領

十
月
三
十
日
内
閣
か
ら
次
の
答
弁
書
を
受
領
し
た
。

参
議
院
議
員
石
垣
の
り
こ
提
出
公
共
交
通
機
関
等
の
車

両
・
船
舶
の
使
用
停
止
処
分
と
利
用
者
へ
の
影
響
に
関

す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書
（
第
一
〇
号
）

参
議
院
議
員
奥
田
ふ
み
よ
提
出
公
助
を
求
め
る
国
民
の

声
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書
（
第
一
一
号
）

報
告
書
受
領

十
月
三
十
日
内
閣
か
ら
、
武
力
攻
撃
事
態
等
に
お
け
る

国
民
の
保
護
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
法
律
第
三
十
二
条

第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ

く
国
民
の
保
護
に
関
す
る
基
本
指
針
の
変
更
の
報
告
を
受

領
し
た
。内

閣

〇
外
務
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

木
原

稔

外
務
大
臣
茂
木
敏
充
海
外
出
張
不
在
中
内
閣
法
第
十
条
の

規
定
に
よ
り
臨
時
に
外
務
大
臣
の
職
務
を
行
う
国
務
大
臣

に
指
定
す
る
（
十
月
二
十
九
日
）

〇
防
衛
大
臣
臨
時
代
理
解
職

国
務
大
臣

梨

康
弘

防
衛
大
臣
小
泉
進
次
郎
帰
朝
に
つ
き
内
閣
法
第
十
条
の
規

定
に
よ
る
臨
時
に
防
衛
大
臣
の
職
務
を
行
う
国
務
大
臣
と

し
て
の
指
定
を
解
く
（
十
月
三
十
日
）

御
祝
電

天
皇
陛
下
は
、ア
ル
ジ
ェ
リ
ア
の
革
命
記
念
日
に
つ
き
、

十
月
三
十
日
同
国
大
統
領
閣
下
へ
御
祝
電
を
発
せ
ら
れ

た
。

労

働

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

徳
島
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
第
２
号

最
低
賃
金
法
（
昭
和
34年

法
律
第
137号

）
第
15条

第
２
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
徳
島
県
は
ん
用
機
械
器
具
、
生

産
用
機
械
器
具
、業
務
用
機
械
器
具
製
造
業
最
低
賃
金（
平

成
20年
徳
島
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
第
２
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
決
定
を
し
た
の
で
、
同
法
第
19条

第
１
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。

令
和
８
年
11
月
４
日徳
島
労
働
局
長
亀
井

崇
第
４
号
中
「
１
時
間
1134円

」
を
「
１
時
間
1191円

」
に
改
め
る
。
附
則

こ
の
決
定
は
、
令
和
８
年
12月
24日
か
ら
効
力
を
生
ず

る
。

福
岡
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
第
３
号

最
低
賃
金
法
（
昭
和
34年

法
律
第
137号

）
第
15条

第
２
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
福
岡
県
自
動
車
（
新
車
）
小
売

業
最
低
賃
金
（
平
成
20年
福
岡
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
第

３
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
決
定
を
し
た
の

で
、
同
法
第
19条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。

令
和
８
年
11
月
４
日福
岡
労
働
局
長
鈴
木
一
光

第
４
号
中
「
１
時
間
1131円

」
を
「
１
時
間
1185円

」
に
改
め
る
。
附
則

こ
の
決
定
は
、
令
和
８
年
12月
10日
か
ら
効
力
を
生
ず

る
。

国

家

試

験

令
和
９
年
不
動
産
鑑
定
士
試
験
（
短
答
式
試
験
・
論
文
式
試
験
）
の
施
行
に
つ
い
て

令
和
９
年
不
動
産
鑑
定
士
試
験
（
短
答
式
試
験
・
論
文
式
試
験
）
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
を
決
定
し
た
の
で
、

不
動
産
の
鑑
定
評
価
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
39年
建
設
省
令
第
９
号
）
第
３
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
と

お
り
公
告
す
る
。

令
和
８
年
11
月
４
日

国
土
交
通
省
土
地
鑑
定
委
員
会
委
員
長
横
山
美
夏


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